令和８年度みなと新技術チャレンジ提案制度　応募要項

区は、行政や地域の課題解決に向けて、民間事業者等が有する新技術を活用した実証実験を推進するため、「みなと新技術チャレンジ提案制度」を実施しています。
本制度では、区と民間事業者等が連携し、区民サービスの向上や業務効率化、新たな価値創出につながる実証実験プロジェクトを募集します。
採択されたプロジェクトは、区との協議及び役割分担の調整を経て協定を締結し、実証実験を実施します。

１　募集内容
（１）対象範囲
区の行政又は地域課題の解決に資するとともに、実証実験後の実装又は継続的な活用が見込まれるプロジェクトを募集します。提案テーマは、応募者による自由提案とします。
（２）応募資格
法人、個人事業主、教育機関その他の団体（複数の事業者等による共同提案を含みます。）
（３）応募条件
プロジェクトの申込及び採択には、港区みなと新技術チャレンジ提案制度実施要綱（以下「実施要綱」という。）及び以下の①～⑬について承諾できることが条件になります。
①　応募時点で製品又はサービスの内容が具体化しており、システム構築等の準備期間を含め、令和９年３月１日までに実証実験を完了できること。
②　実証実験に要する費用のうち、協定で定める役割分担に応じた経費を負担できること。区が負担する対象経費等は、別紙３「協定書（案）」及び別紙４「支援の内容について」を確認してください。
③　実証実験について、区の実施要綱及び協定の定めに同意できること。協定については、別紙３「協定書（案）」を必ず参照すること。
④　令和９年３月11日までに、区が指定する方法により実証実験の成果及び経費の実績を報告できること。
⑤　原則として、区内を対象にしたエリアで実証実験ができること。
⑥　複数社の共同提案の場合には、区との協定を締結する代表者を決定できること。
⑦　採択後、実証実験の内容及び実施者（共同提案の場合は全ての構成員）の名称を区が公表することに同意できること。
⑧　調整期間及び実施期間において、区又は本制度の事務局運営を区から受託した者からの連絡、資料提出その他必要な依頼に対応できること。
⑨　実証実験の実施者として採択された場合、実証実験の実施後に区が求める形式にて成果報告を行うこと。
⑩　採択後、区との進捗確認のため、原則として月１回以上の会議を開催し、実施状況を報告できること。
⑪　実証実験の実施に当たり、関係法令、守秘義務及び個人情報保護に関する規定を遵守し、必要な安全対策及びリスク管理を行うこと。
⑫　応募書類の作成、提出及び採択前の協議に要する経費は応募者が負担すること。
⑬　その他
・提出書類について情報公開請求があった場合は、港区情報公開条例（平成元年港区条例第２号）に基づき、非公開情報を除き、開示することがあります。
・区は、本制度の運営に必要な範囲で、個人情報の取扱いを第三者に委託することがあります。この場合、関係法令等に基づき、委託先を適切に選定し、必要かつ適切な監督を行います。

（４）応募期間
令和８年８月17日（月）から12月18日（金）まで、随時受け付けます。ただし、採択上限件数に達した場合は、期間中であっても募集を終了します。

２　応募方法及び提出書類
次の申込先から、「第１号様式　みなと新技術チャレンジ提案制度申込書」、「第２号様式　プロジェクト提案書」「登記簿謄本(履歴事項全部証明書等)の写し又は開業届の写し(個人事業主の場合に限る。)、若しくは教育機関その他の団体は団体の概要及び代表者を確認できる書類」を提出してください。

【申込先】https://logoform.jp/form/Mt5V/1730309

３　採択上限件数
５件
※応募順に採択するものではありません。応募後、区との協議により、実証実験の内　　容、実施体制、効果、実現可能性、継続性、リスク及び経費の妥当性等を確認し、調整が整った提案のみ採択します。
※採択件数が５件に達した場合は、募集を終了します。

４　区の支援内容
区の支援内容の詳細及び対象外経費は「区の支援の内容について」を確認してください。
①　実証実験に要する対象経費の負担（１件当たり300万円を上限）
②　技術相談及びリスク管理等に関する助言
③　区有施設等の提供、モニター募集、地元調整等
④　区が関係する大学又は研究機関等の紹介
⑤　区のイベント等におけるＰＲ機会の提供
⑥　その他、区が必要と認める支援

５　応募後の流れ
[bookmark: _GoBack]申込書等の提出後、原則として３週間以内に、区から初回ヒアリングの日程を連絡します。ヒアリングでは、行政課題との適合性、新規性、実現可能性、期待される効果、実施体制、実証後の継続性、リスク、経費の妥当性等を確認し、実証内容や区と提案事業者の役割分担について調整します。
調整の結果、実証に向けた検討が可能と判断した提案については、区ホームページにおいて、約１週間、当該行政課題に対する他事業者の追加提案を募集します。他事業者による追加提案がない場合は、当初の提案事業者を採択候補とします。追加提案があった場合は、当初の提案を含め、審査基準に基づき比較・審査を行い、採択する提案を決定します。採択決定後は、関係課との調整を行った上で、協定を締結し、実証実験を開始します。
なお、応募状況、ヒアリング内容、関係課との調整結果、追加提案の状況等により、採択に至らない場合があります。

【実証実験後のMIP認定について】
実証実験の結果、行政課題の解決に資する効果が確認され、所管課に導入意向がある製品、サービスは、MINATOイノベーション×パートナーズ（MIP）の認定審査会に進むことができます。認定審査会において、製品又はサービスの新規性・独自性、有用性・市場性、区での使用見込み、実施体制等を総合的に審査し、認定された場合は、必要な予算措置等を行った上で、地方自治法施行令第167条の２第１項第４号の規定による随意契約が可能となり、区のホームページに公表します。なお、実証実験の実施又は成果は、MIPの認定や契約を保証するものではありません。

６　その他
　以下のリンクに令和６年度、令和７年度のみなと新技術チャレンジ提案制度の概要を記載しています。応募前に必ず参照ください。
【令和６年度】https://www.city.minato.tokyo.jp/shingijyutsutan/challenge.html
【令和７年度】https://www.city.minato.tokyo.jp/shingijyutsutan/r7challenge.html

７　問い合わせ先
港区 企画経営部　ＤＸ推進課ＤＸ戦略係　杉山、八木
TEL：03-3578-2072　　メール：minato140@city.minato.tokyo.jp
